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設立 1967年4月3日

目的 本会は、我が国自動車工業と関連産業の健全な発達を図り、もって持続可能な経済及びモビリティ社会の実現、更には社会課題の
解決に寄与することを目的とする。

主な事業 1. 自動車の生産、輸出及び市場に関する調査、研究並びに各種統計等関連資料の作成及び刊行
2. 以下の事項に関する調査、研究、提言、及び実現に向けた活動①自動車の安全技術に関する事項②自動車の環境技術に関

する事項③自動車のサプライチェーン領域（製造、販売、物流）に関する事項④次世代モビリティ社会の実現に関する事項、及
びモビリティ産業の創出に関する事項

3. モビリティショー、モータースポーツ、各種行事の開催、及び関連出版物等の作成、刊行
4. 自動車産業における資金調達支援

前各号に関する啓発、広報活動並びに自動車及び自動車産業に関する理解促進
5. 前各号に掲げるもののほか、本会の目的を達成するために必要な事業

会長 佐藤恒治（トヨタ自動車株式会社 代表取締役社長）

会員

• 自工会は、1967年に前身である自動車工業会と日本小型自動車工業会との合併により、乗用車、トラック、バス、二輪車など国
内において自動車を生産するメーカーを会員として設立。

• 2002年5月に自動車工業振興会、自動車産業経営者連盟と統合。

日本自動車工業会（略称：自工会）とは
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＜新7つの課題（2026年～）＞

①重要資源・部品の安全保障

②マルチパスウェイの社会実装

③サーキュラーエコノミーの仕組みづくり

④人材基盤の強化

⑤自動運転を前提とした交通システム確立

⑥自動車関連税制 抜本改革

⑦サプライチェーン全体での競争力向上

＜7つの課題（2023年～）＞

①物流・商用・移動の高付加価値化/効率化

②電動車普及のための社会基盤整備

③国産電池・半導体の国際競争力確保

④重要資源の安定調達／強靭な供給網の構築

⑤国内投資が不利にならない通商政策

⑥競争力あるクリーンエネルギー

⑦業界を跨いだデータ連携/部品トレサビの基盤構築

■自工会の役割：「日本のモノづくりの未来を守り育てる」こと

⇒ これまで以上に 「生産性の向上」「国際競争力の強化」 に取り組むことが必要
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